
         令和７年６月２日 

 

 

一般財団法人 日本舶用品検定協会 一般事業主行動計画 

 

 

 職員がその能力を発揮し、仕事と生活の調和（ワークライフバランス）を図り、人材の定

着率向上、仕事と生活の相乗効果による能率向上、生産性の向上を行うため、次のように行

動計画を策定する。 

 

 

１．計画期間   令和７年７月１日～ 令和９年３月３１日 

 

 

２．目標と取組 

 

  目標：年次休暇の取得率が５０％未満の職員（嘱託職員を含む）の割合を１０％未満と

する。 

 

  取組：① 令和 7 年 7 月  年次休暇の取得推進について、職員への周知を行う。 

 

     ② 令和９年 1 月～ 前年における年次休暇の取得率が５０％未満の職員の割

合を把握し、取組内容を適宜見直す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


